
４． 上記戦略重点科学技術が目指す政策目標及び研究開発目標 

   □ 政策目標（答申案７～８頁の(1)～(12)のうち最も貢献する目標） 

    （４）地球温暖化・エネルギー問題の克服               

 

   □ 研究開発目標（期間中及び最終的に目指す目標） 

・ ２０１０年頃までに、幌延、瑞浪の２つの深地層研究施設において中間

深度までの調査研究を行い、地層処分技術・安全評価に関する研究成果

とあわせて、処分事業や安全規制を支える知識基盤として体系化する。 

・ ２０１０年頃までに、地上からの地質調査技術について概要調査等に向

けた実用化技術として提示するとともに、人工バリアの製作・施工等の

品質や性能を含む工学技術について要素技術の基本的な体系と技術的な

成立性を提示する。                        

・ ２００８年～２０１２年（平成２０年代前半）を目処とする精密調査地

区選定から２０３３年～２０３７年（平成４０年代後半）を目処とする

高レベル放射性廃棄物の最終処分開始に至る処分事業や安全規制に必要

な技術基盤を整備する。                      

 

５． 第３期科学技術基本計画中の年度ごとの研究開発計画及び資金計画 

    第３期科学技術基本計画中の年度ごとの資金計画は以下のとおり。    

（単位：億円） 

 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

高レベル放射性廃棄物

等の地層処分技術 
１２２ １２５ １２５ １３２ １３７

 

 

６． 上記戦略重点科学技術の推進方策の基本的事項 

 原子力機構及び経済産業省（資源エネルギー庁）が実施している地層処分

技術に関する国の基盤的研究開発全体を効果的・効率的に進めていくための

枠組みとして「地層処分基盤研究開発調整会議」が設置されている（平成 17

年 7 月）。本調整会議を通じて、地層処分に係る全体計画の策定から、研究

開発の連携・調整、成果の体系化等を進めるなど、国の基盤的研究開発の計

画的かつ効率的な推進を図る。                     
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○ 高レベル放射性廃棄物等の地層処分技術に関する研究開発は、我が国の基幹エネルギーである原子力発電

によって発生する高レベル放射性廃棄物等の最終処分を進める上で不可欠であり、原子力の開発・利用を進め、

長期的なエネルギーの安定供給を図るという我が国の社会課題を解決する上で極めて重要な技術

幌延深地層研究ｾﾝﾀｰ（北海道幌延町）
●幌延深地層研究計画（堆積岩）

瑞浪超深地層研究所 (岐阜県瑞浪市）
●超深地層研究所計画（結晶質岩）

１９７６

１９９２

２０００

２０１０

２０２０

２０３０

２０４０

研究開発研究開発

基
盤
研
究
開
発

幌延深地層研究所着工（2003）

瑞浪超深地層研究所着工（2002）

第２次取りまとめ（1999年11月）
「地層処分の技術的信頼性」

第１次取りまとめ（1992年）
「地層処分の技術的可能性」

地層処分研究開始

処分事業処分事業
操業～

処分施設建設

処分地選定

安
全
指
針
・基
準
の
整
備
な
ど

原子力発電環境整
備機構の設立（2000

年10月）

国の政策国の政策

特定放射性廃棄物の最
終処分に関する法律
（2000年5月）

原子力委員会放射性廃棄物対策
専門部会報告「処分に向けた基本

的考え方」（1998年）

原子力委員会報告
「放射性廃棄物対策に
ついて（1976年）

原子力委員放射性廃棄物対策
専門部会報告「処理処分方策（中

間報告）」（1984年）

総合エネルギー調査会
原子力部会報告「処分事業の
制度化のあり方」（1999年）

(地下施設建設用
地)

(ENTRY)

(QUALITY)

日本原子力研究
開発機構

東海研究開発センター
●地層処分基盤研究施設(ENTRY)
●地層処分放射化学研究施設(QUALITY)

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

処分事業の
スケジュール

超深地層研究所計画

幌延深地層研究計画

中間深度500m程度までの調査研究 最終深度1,000m到達

中間深度300m程度までの調査研究 最終深度500m到達

精密調査地区選定

精密調査：地上からの調査

地下施設の建

設を伴う調査精密調査：

原子力政策大綱
（2005年10月）
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（別添） 

エネルギー分野の戦略重点科学技術 

 

 

府省名 文部科学省  

 

１． 戦略重点科学技術名 

    高温工学試験研究                          

 

２． 上記戦略重点科学技術の概要 

    原子力エネルギーの多様な利用を図るため、高温ガス炉による革新的なエ

ネルギーシステムの研究開発を行う。                  

 具体的には、高温工学試験研究炉（ＨＴＴＲ）を活用して２０１０年頃ま

でに高温ガス炉システムの実用化に必要な高温ガス炉の高い安全性、信頼性

等に関するデータの蓄積を着実に進めるとともに、高温の核熱を利用した熱

化学ＩＳプロセスによる水素製造技術などの熱利用基盤技術を確証する。こ

れらの研究開発を総合的に実施することにより、２０１５年頃を目途に、高

温ガス炉及び熱化学ＩＳプロセスによる水素製造技術の実用化像を描く。  

 

３． 選定理由 

    安全性及び環境保全性と経済性とを両立させることが可能な高温ガス炉

システムの研究開発を進めることは、我が国のエネルギーの安定確保や地球

環境問題に対する技術の多様性・柔軟性の確保を図る上で重要であり、我が

国の社会的課題の解決に大きく貢献する技術である。           

 また、我が国は、高温ガス炉の研究開発において、日米仏等１０カ国が参

加する「第４世代原子力システム国際フォーラム（ＧＩＦ）」の超高温ガス

炉（ＶＨＴＲ）システムにおいて主要な役割を担っており、他国に先んじた

技術､知的財産を有している。このため、今後とも国際的な競争力を維持し

ていくためにも、また我が国がエネルギー技術分野で国際的に先導的な役割

を果たし、国際的なエネルギー確保に貢献していくためにも、本研究開発を

重点的に推進していくことが重要である。                

 さらに、将来の水素エネルギー社会の実現に向けて、２０２０、２０３０

年頃の燃料電池自動車及び定置型燃料電池の大量導入目標が燃料電池実用

化戦略研究会により示されたが、このような大量の水素需要に応えるために

は、炭酸ガスを放出することなく、安定的に水素を製造する技術の開発が不

可欠である。熱化学法ＩＳプロセスは、高温ガス炉から得られる９００℃程

度の熱で水を分解する水素製造技術であり、環境保全と水素エネルギーの安

定確保という我が国の社会的課題の解決に大きく貢献する技術である。   
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４． 上記戦略重点科学技術が目指す政策目標及び研究開発目標 

   □ 政策目標（答申案７～８頁の(1)～(12)のうち最も貢献する目標） 

    （４）地球温暖化・エネルギー問題の克服               

 

   □ 研究開発目標（期間中及び最終的に目指す目標） 

   ・ ２０１０年頃までに、高温工学試験研究炉（ＨＴＴＲ）を用いて９５０℃

の高温連続運転等を行い、高温ガス炉特性評価手法を確立する。また、燃

料・材料の耐熱性を向上させるとともに、長寿命化を達成する。     

   ・ ２０１０年頃までに、熱化学ＩＳプロセスによる３０m3/h規模の水素製

造技術を確証するとともに、高温ガス炉コジェネレーションシステムなど

熱利用に係わるタービン圧縮器、高温隔離弁等の要素技術を開発する。  

   ・ ２０１５年頃を目途に、高温ガス炉及び熱化学ＩＳプロセスによる水素

製造技術の実用化像を描く。また、水素と電力を併産することができる高

温ガス炉コジェネレーションシステムの適切な実用化像を提示する。   

 

５． 第３期科学技術基本計画中の年度ごとの研究開発計画及び資金計画 

    第３期科学技術基本計画中の年度ごとの資金計画は以下のとおり。    

（単位：億円） 

 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

高温工学試験研究 １７ ２６ ３２ ３２ ３８

 

 

６． 上記戦略重点科学技術の推進方策の基本的事項 

    高温ガス炉及び熱化学ＩＳプロセスによる水素製造技術の実証と、将来の

水素電力併産コジェネレーションシステムの確立に向けて、製造メーカー、

燃料・材料メーカー等で構成されるＨＴＴＲ活用フォーラムをはじめ、産業

界、大学等との協力・連携を密に図りつつ、研究開発を実施している。   

 また、ＧＩＦにおけるＶＨＴＲに関する国際協力等を活用するなど、人的、

資金的、開発期間の観点から、効率的かつ合理的に研究開発を推進する。さ

らに、国内外研究者との共同研究の実施等により国際的な人材育成・教育研

修に貢献するとともに、これにより得られた成果の普及・利用を積極的に進

める。                                
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○ 安全性及び環境保全性と経済性とを両立させることが可能な高温ガス炉システムは、エネルギーの安定供給

や地球環境問題に対する技術の多様性・柔軟性の確保を図る上で重要であり、社会課題解決に資する技術

○ また、第４世代原子力システム国際フォーラム（ＧＩＦ）の超高温ガス炉（ＶＨＴＲ）システムにおいて主要な役割を

担っており、今後とも国際競争力を維持していく上で重要な技術

○ さらに、高熱を活用して水素製造を行う技術である熱化学法ＩＳプロセスは、環境保全と水素エネルギーの安定

確保を図る上で重要であり、社会課題解決に資する技術

高温ガス炉及び熱化学法ＩＳプロセスによる水素製造の実用化高温ガス炉及び熱化学法ＩＳプロセスによる水素製造の実用化

高温工学試験研究炉（ＨＴＴＲ）

高い安全性

燃料の大規模破損や炉心溶融に至る

事故が起こらない

高い安全性

燃料の大規模破損や炉心溶融に至る

事故が起こらない

原子炉出口温度９５０℃を達成
（平成１６年４月）

原子炉出口温度９５０℃を達成
（平成１６年４月）

ＨＴＴＲの運転・保守経験の蓄積

ＨＴＴＲの高温運転による高温ガス

炉の特性把握

炉内構造物等の健全性等に関する

データの取得・評価

高温ガス炉の技術基盤の確立

ＨＴＴＲの運転・保守経験の蓄積

ＨＴＴＲの高温運転による高温ガス

炉の特性把握

炉内構造物等の健全性等に関する

データの取得・評価

高温ガス炉の技術基盤の確立

900℃400℃

H2SO4

酸素酸素

I2
SO2

H2O
+

H2+
I2

2HI
1/2O2

+
SO2+H2O

ヨウ化水素
の分解 硫酸の

分解

硫黄（S）
の循環

ヨウ素（I）
の循環

高温ガス炉

2HI + H2SO4

I2 +  SO2 +  2H2O

ヨウ化水素と
硫酸の生成

H2O

水

水素水素

熱化学法ＩＳプロセスによる水素製造技術

ヘリウム循環装置（既設）

パイロット試験装置
ISプロセス設備

付帯設備

ヘリウム循環装置（既設）

パイロット試験装置

ＩＳプロセス設備

付帯設備

第２段階：工学基礎試験（1999～2004）

閉サイクル連続水素製造を実証

第３段階：パイロット試験（2005～）

基本設計に着手

第４段階：HTTR- IS試験（2010～）
原子炉とISプロセスを接続
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（別添） 

エネルギー分野の戦略重点科学技術 

 

 

府省名 国土交通省  

 

１． 戦略重点科学技術名 

    燃料電池・水素関連技術（高効率な集合住宅用燃料電池システムの開発に

関するもの）  

 

２． 上記戦略重点科学技術の概要 

    住宅への燃料電池の導入により民生部門のエネルギー消費の削減を図る

ため、新築住宅着工戸数の約半分を占める集合住宅において効果的と考えら

れる水素配管による燃料電池コージェネレーションシステムの技術開発を

行う。特に、燃料電池単体の技術開発ではなく、集合住宅の狭いスペースへ

の設置を考慮した高効率な小型燃料電池システムの開発やエネルギー負荷

に応じた制御システムの開発など、実態に即した総合的技術開発を目指す。  

 

３． 選定理由（提案が「『科学技術に関する基本政策について』に対する答申」

ｐ．１３にある３つの視点のうちどれに該当するか(複数可)、及びなぜその視

点に該当するかの理由を明確化すること） 

    当該技術は、戦略重点科学技術選定の際の視点のうち、「社会的課題を早

急に解決するために選定するもの」、及び、「国際的な科学技術競争を勝ち抜

くために選定されるもの」に該当するため。当該技術は、社会的課題となっ

ている地球温暖化防止のため、京都議定書目標達成計画に基づき、急増する

民生部門のエネルギー消費を削減するために必要不可欠な技術であり、多分

野の技術を横断的に統合する社会的技術である。また、我が国は世界に先駆

けて昨年３月に集合住宅への燃料電池の実用導入を実現しており、本課題を

推進し、より効果的なシステムを実現することにより、集合住宅への普及に

よる新規産業の創出や国際社会に対する技術的貢献も期待される技術であ

る。  

 

４． 上記戦略重点科学技術が目指す政策目標及び研究開発目標 

   □ 政策目標（答申案７～８頁の(1)～(12)のうち最も貢献する目標） 

    （４）地球温暖化・エネルギー問題の克服  

 

   □ 研究開発目標（期間中及び最終的に目指す目標） 
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   ・2010 年度までに高効率な集合住宅用燃料電池システムを実現する。  

   ・その後も引き続き、街区レベルでの導入も視野に入れ、燃料電池システム

の技術開発を進める。  

 

５． 第３期科学技術基本計画中の年度ごとの研究開発計画及び資金計画 

 １８～１９年度 

 セントラル水素製造装置、高効率な小型燃料電池システム及びエネル

ギー負荷に応じた制御システムについて試作機を開発し、既存住宅にお

ける実証実験を行う。さらに、実証実験の結果を踏まえ、これらのシス

テム等について信頼性及び効率性の向上を図るため、改良を行う。 

【約１億円】 

 ２０～２２年度 

 １９年度までの成果を踏まえ、引き続き高効率な集合住宅用燃料電池

システムの実現に向けて技術開発を継続する。 

【未定】 

 

６． 上記戦略重点科学技術の推進方策の基本的事項 

（重要な研究開発課題の効果的・効率的な推進方策のポイントを示す。また、

人材育成、成果の普及等、分野内の包括的な課題についても、必要に応じて

推進方策を示す。） 

     実施に当たっては、民間企業の技術を最大限活用するとともに、安全で安

心なエネルギー供給システムを確保するという視点を踏まえ、導入に際して

十分な検討を行う。  
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（別添） 

エネルギー分野の戦略重点科学技術 

 

 

府省名 国土交通省  

 

１． 戦略重点科学技術名 

    住宅・建築物関連省エネ促進技術（住宅・建築物の環境性能評価手法の開

発及び既存住宅ストックの断熱性能評価技術の開発に関するもの）  

 

２． 上記戦略重点科学技術の概要 

    街区レベル及び戸建住宅にも適用可能で、ライフサイクル（建設から運用

を経て解体まで）にわたる CO2 排出量も考慮した環境性能評価手法及び簡易

で信頼性の高い既存住宅ストックの断熱性能評価技術を開発する。  

 

３． 選定理由（提案が「『科学技術に関する基本政策について』に対する答申」

ｐ．１３にある３つの視点のうちどれに該当するか(複数可)、及びなぜその視

点に該当するかの理由を明確化すること） 

    当該技術は、戦略重点科学技術選定の際の視点のうち、「社会的課題を早

急に解決するために選定するもの」、及び、「国際的な科学技術競争を勝ち抜

くために選定されるもの」に該当するため。当該技術は、社会的課題となっ

ている地球温暖化防止のため、京都議定書目標達成計画に基づき、急増する

民生部門のエネルギー消費を削減するために必要不可欠な、住宅・建築物に

係る多分野の技術を横断的に統合する社会的技術である。また、特に環境性

能評価手法については、諸外国においても研究開発が加速しており、発展途

上国も含めた国際的な普及促進も視野に入れ、当該分野においてリーダーシ

ップを発揮するためにも、早急に研究開発を推進する必要がある技術である。  

 

４． 上記戦略重点科学技術が目指す政策目標及び研究開発目標 

   □ 政策目標（答申案７～８頁の(1)～(12)のうち最も貢献する目標） 

    （４）地球温暖化・エネルギー問題の克服  

 

   □ 研究開発目標（期間中及び最終的に目指す目標） 

   ・2010 年度までに、街区レベル及び戸建住宅にも適用可能な環境性能評価手

法を開発する。  

   ・2010 年度までに、既存住宅ストックの断熱性能を非破壊等により評価する

ための技術を開発する。  

   ・最終的に、全ての住宅・建築物への普及を目指し、社会情勢の変化や技術
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の進展に対応した環境性能評価手法の開発を推進する。  

・最終的に、既存住宅ストックの断熱改修の普及を促進するための簡易で信

頼性の高い断熱性能評価技術の実用化を図る。  

 

５． 第３期科学技術基本計画中の年度ごとの研究開発計画及び資金計画 

 １８～１９年度 

・街区レベルや戸建住宅にも適用可能な環境性能評価手法について、試

作版を開発し、より実態に即した評価が可能となるよう、実際の建築物

におけるケーススタディに基づく検証を行う。また、建築物のライフサ

イクルにわたる CO2 排出量の定量評価技術を開発する。 

・既存住宅ストックの断熱性能評価技術について、精度及び信頼性の実

験的検証を行う。 

【合計約４億円】 

 ２０～２２年度 

 １９年度までの成果を踏まえ、引き続き街区レベル及び戸建住宅にも

適用可能な環境性能評価手法及び既存住宅ストックの断熱性能を非破

壊等により評価するための技術の実現に向けて技術開発を継続する。 

【未定】 

 

６． 上記戦略重点科学技術の推進方策の基本的事項 

（重要な研究開発課題の効果的・効率的な推進方策のポイントを示す。また、

人材育成、成果の普及等、分野内の包括的な課題についても、必要に応じて

推進方策を示す。） 

     産学官の連携により、幅広い知見を得つつ研究開発を推進する。成果の普

及については、実用的なツールを開発し設計者の技術選択・採用を促すとと

もに、地方公共団体の届出・公表制度や民間企業による建築物の環境格付け

への活用を促し、市場において実効性のある環境性能に優れた住宅・建築物

の供給促進を図る。  
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（別添） 

エネルギー分野の戦略重点科学技術 

 

 

府省名 国土交通省  

 

１． 戦略重点科学技術名 

   小規模地域内で効率的な熱エネルギーの利用を可能にする省エネルギー型

都市構築技術の開発  

 

２． 上記戦略重点科学技術の概要 

   地域内の熱エネルギーを建物間・施設間で相互に融通させることによりエネ

ルギー効率を向上させるため、従来は困難であった小規模な地域を対象として、

効率的で拡張性の高い熱エネルギー利用システムを組み立てるため、要素技術

の向上を図ると共に最適なシステム構築を行う。 

 

３． 選定理由（提案が「『科学技術に関する基本政策について』に対する答申」

ｐ．１３にある３つの視点のうちどれに該当するか(複数可)、及びなぜその

視点に該当するかの理由を明確化すること） 

 我が国においては、従来から個別施設・機器毎に様々な省エネルギー技術

開発が行われ、対策に導入されて効果を上げてきている。しかしながら、京

都議定書目標達成計画においては、2003 年度においても引き続き CO2 排出量

が増加傾向にあるという厳しい現状を踏まえ、従来の個別施設・機器毎の対

策に加え、エネルギーの面的利用の促進など、省 CO2 型の地域・都市構造へ

の転換に早期に着手することが盛り込まれている。 

また、国際的には、ポスト京都議定書についての議論が開始され、特に欧州

を中心により高い CO2 削減目標を掲げる動きや、中国やインドなど今後の CO2

排出大国における排出量の抑制などが課題として掲げられており、その動きに

対応するためには、エネルギーの面的利用の促進を図る技術開発を早急に行い、

我が国において導入促進を図るとともに、開発途上国への移転可能な技術とし

て確立することが緊急の課題である。 

今後、我が国から面的省エネルギー技術の技術移転の可能性の高い中国にお

いては、既に個別建築物毎に最適な省エネルギー技術を導入する ESCO 事業に

対して欧州の技術が導入されているほか、面的なエネルギー供給としての地域

冷暖房についても、アメリカ・ベクテル社、オーストラリア・ブリンクス社な

どが設計施工コンサルとして参入しており、我が国が保有する技術力の優位性

を保つためにも、面的な省エネルギー技術の高度化に対して重点的に投資すべ

きである。 
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４． 上記戦略重点科学技術が目指す政策目標及び研究開発目標 

   □ 政策目標（答申案７～８頁の(1)～(12)のうち最も貢献する目標） 

     （４）地球温暖化・エネルギー問題の克服          

 

   □ 研究開発目標（期間中及び最終的に目指す目標） 

   ・最適な熱エネルギー利用システムを評価するシミュレーション技術を開発

し、2010 年度までに下水道本管に直接ビル廃熱を廃棄する技術及び小規模

で拡張可能な熱エネルギー利用システムのプロトタイプを開発する。   

   ・京都議定書の目標年度である 2012 年までに、一部の都市において開発し

た熱エネルギーシステムを導入し、CO2排出量を240万t-CO2/年削減する。 

・2030 年までに主要都市に開発した熱エネルギーシステムを導入・普及さ

せ、CO2 排出量を 1,400 万 t-CO2/年削減する。(京都議定書目標達成計画

における民生部門目標削減量:6,100 万 t-CO2)                   

    

５． 第３期科学技術基本計画中の年度ごとの研究開発計画及び資金計画 

 １８年度 研究開発内容の整理、研究計画立案、研究開発体制の構築 

【約 0.05 億円】 

 １９年度 最適な熱エネルギー利用システムを評価するシミュレーション技術

の開発【約１億円】  

 ２０年度 下水道本管に直接ビル廃熱を廃棄する技術開発及び小規模で拡張可

能な熱エネルギー利用システム構築のための理論構築とシステム構

築のための要素技術を統合する基礎的な実証試験を行う。 

【約１０億円】                               

 ２１年度 下水道本管に直接ビル廃熱を廃棄する技術を小規模で拡張可能な熱

エネルギー利用システムの一部として統合し、より効率的なシステム

構築を行い、プロトタイプの試作を行う。【約１８億円】            

 ２２年度 プロトタイプの稼働状況の調査、システムの性能評価を行い、本格普

及のための技術書を作成する。【約１億円】                  

 （総額約３０億円） 

 

６． 上記戦略重点科学技術の推進方策の基本的事項 

（重要な研究開発課題の効果的・効率的な推進方策のポイントを示す。また、

人材育成、成果の普及等、分野内の包括的な課題についても、必要に応じて

推進方策を示す。） 

・官民の役割分担を明確にしたうえで、産学官の研究推進体制を構築する。 

・開発成果を迅速かつ効果的に政策へ反映し、全国へ導入・普及させるため、

研究主体と行政機関が緊密に連携を図りながら研究を推進する。 

・必要に応じて、省庁の枠組みを超えた広範な連携を図る。 
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